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研究目的

民間地上波放送局は広告を放送することから収入を得，それに基づいて番組を制作して

いる。広告を放送することによる収入（以下「広告収入」という。）が増えれば，番組の質

を改善するための投資も増えるはずである。すなわち，広告をどの程度放送するのかと番

組の質の間には密接な関係がある。広告収入が増えることにより番組の質を改善するため

の投資が増え，番組の質が向上すれば，視聴者の効用は増加するが，広告収入を増やすた

めに番組の大半が広告の放送時間（以下「広告時間」という。）となるならば，視聴者の効

用は減少するかもしれない。広告時間にはそのようなトレードオフの関係があることから，

社会的に番組の放送時間（以下「番組時間」という。）当たりどの程度広告を放送するのか

は難しい問題である。そのような問題を市場に任すべきなのか，何らかの規制でその問題

を解決すべきかの議論は必要と考えられる。

我が国と米国以外の先進国では，地上波放送の広告時間に関する公的な規制が検討又は

導入されている。我が国の地上波放送においては，民間放送局はプライムタイム において

番組当たりの広告時間に上限が設定されている。 プライムタイムとは, 午後６時から午後

11時までの間の連続した３時間半をいう1。この上限は，法的に規制された上限ではなく，

社団法人日本民間放送連盟（以下「ＮＡＢ」という。）による自主的な規制（以下「放送基

準」という。）として定められたものである。この自主規制の理由について，放送基準では

特段の言及はないが，番組時間に占める広告時間のウェートが大きくなると，視聴者の効

用にマイナスの効果を与えるため，こうした事態を回避するためにこのような自主規制が

行われているものと考えられる。

そこで，広告時間の上限を自主規制の形で制限することが，視聴者の効用にどのような

影響を与えているか経済学の観点から検証してみることにした。具体的には，視聴者の有

益度として消費者厚生を用い，番組の質が向上すると視聴者が増加し，広告時間が増加す

1出典：社団法人日本民間放送連盟放送基準（149）（注）



ると視聴者が減少する環境下で放送局が視聴者獲得競争を行う経済理論モデルを構築して，

広告時間の自主規制が有る場合と無い場合を比較することで，自主規制が消費者厚生へ与

える影響を検証する。
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1 はじめに

多くの国では，放送産業の広告を法律で規制している（詳細に関しては，Anderson (2007)

を参照）。放送産業の広告の規制には，広告時間を規制するものと広告の内容を規制するも

のがある。このうち，前者に関しては，前述のように我が国の地上波放送においては，法

律による規制は行われていないものの，ＮＡＢにより広告時間の上限に関して自主規制が

行われている。

番組内の広告は，視聴者に対する情報伝達機能を持っている。つまり，視聴者は広告商

品の潜在的な消費者であるので，そのような情報伝達は，視聴者の消費を刺激する。この

ような効果は，生産者厚生の視点から有益となり得るかもしれない。しかしながら，視聴

者の中には，広告による遮断無しに番組を楽しみたいと考える者もいるはずである。そう

いう者にとっては，広告による番組の遮断は，消費者厚生の観点から有害だろう。つまり，

番組内の広告は，トレードオフ2 の効果があることから，広告の経済学的な効果に関して

理論的な分析を行うことは意味がある。

まず，我が国の放送産業の広告がどのように構成されているのかを紹介する。一般的に，

放送産業の広告は，コマーシャルメッセージ（以下「CM」という。）と呼ばれている。提

供される番組はCMの料金によって制作されている。我が国の民間地上波放送の広告費は

1兆 7321億円 (2010年)である3。

ＣＭは，番組と番組の間の時間帯（ステーション・ブレーク）に放映される「スポット

ＣＭ」と，提供番組の時間帯に提供スポンサーによって放映される「タイムＣＭ」に大別

できる。スポットＣＭは 15 秒が基本で，タイムＣＭは複数社提供の時間帯では 30 秒，一

社提供の時間帯では 30 秒又は 60秒が基本になる。ＮＡＢはプライムタイムにおけるタイ

ムＣＭ全体の最大広告時間を規制している。その他の時間帯のＣＭに関しても，放送基準

2例えば，「情報としての有用性」と「番組中断の不効用」とのトレードオフ等である。
3出典：(株)電通コーポレー ト・コミュニケーション局　広報部「２０１０年　日本の広告費」
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で定められたプライムタイムにおけるＣＭの時間量を標準とすることとしている4。この最

大広告時間は，番組時間の長さに依存して決定される。例えば，プライムタイムの番組時

間の長さが 5 分より長く 10 分以下であるならば，広告時間の最大の長さは，2 分である

（表 1参照）。本研究はプライムタイムの番組での広告時間を分析対象としている。

表 1: NABの定めたプライムタイムの最大広告時間

番組時間 番組時間当たりの最大広告時間

5 分 1 分

10 分 2 分

20 分 2分 30秒

30 分 3分

40 分 4 分

50 分 5 分

60 分 6分

60分以上 上記の時間量を準用する。

次に，本研究の経済理論モデルを説明する前に，本研究で対象としている放送産業の構

造を概観しておく。 スポンサー（民間又は公共企業等）は地上波放送局（以下「放送局」

という。）に広告の放送を依頼し，スポンサーは広告を放送してもらうために広告料金を支

払う。放送局は，広告料金を元に番組を制作し，視聴者に対して番組を提供する。我が国

において，広告代理店がスポンサーと放送局の広告に係る取引を仲介していることが多い

が，ここではそのような代理店による仲介は考えない。広告料金は，番組の時間帯，広告

時間の長さ，視聴率等に依存して決定される。

本研究では，地上波放送産業における広告時間の自主規制が，番組の質，消費者厚生及

4出典：社団法人民間放送連盟放送基準（149）
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び社会厚生にどのような影響を与えているかを番組の質が向上すると視聴者が増加し，広

告時間が増加すると視聴者が減少する環境下で放送局が視聴者獲得競争を行う経済理論モ

デルを用いて検討する。そのモデルの前提として，各放送局は，広告収入が増えると，番

組の質を改善するための投資を増加させることを前提としている。基本的なモデルの構造

は，Gabszewicz et al. (2001, 2004)に依拠している。本研究では彼らのモデルに自主規制

と選好が異なる視聴者を考慮したモデルに拡張している。

そのモデルの構造は次のとおりである。

視聴者は，線分上に分布しているとする。各視聴者の線分上の位置は，視聴者の選好を

表現している。本研究では，様々な選好を持つ視聴者を考えており，例えば，１⃝番組の質

と広告時間のバランスを考慮して視聴する番組を選択する視聴者，２⃝広告時間が短い放送

局の番組を選択する視聴者及び３⃝質の高い番組を提供する放送局の番組を選択する視聴者

がいる場合を考察する。

二つの競合している放送局は，その線分上の端点にそれぞれ配置されている。各放送局

は，番組の質と広告時間の長さを決定する。これらの二つの要素は，番組を視聴する視聴

者の効用に正の効果と負の効果を追加的に与える。各放送局は番組の質を改善するために

費用を負担する必要がある。放送局は広告時間を長くすることで広告収入を増やすことが

できるが，視聴者の数を減少させるかもしれない。各放送局の収入は，広告時間の長さと

視聴者の数に依存して決定される。各放送局は，広告収入が増えると，その収入の増加分

の全部を番組の質を改善するための投資に用いることを前提としている。このような定式

化はGabszewicz et al. (2001, 2004）による。自主規制の下での各放送局の広告時間の長さ

は，自主規制に基づく広告時間を上限値の範囲で決定される。その時間は各放送局の結合

利潤（各放送局の利潤の合計）を最大にするようなものである。本研究は，そのような自

主規制が消費者厚生を減少させることを示す5。　

また，広告収入が大きく，かつ，番組の質を改善するために必要な費用が小さい場合の

5需要関数を拡張することで，反対の結果が起こる可能性がある。
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み，自主規制により社会厚生を改善する可能性があることも示す。簡単に直観を述べると，

こうした条件の下で，もし自主規制が存在しない場合，各放送局は過剰に番組の質を改善

するための投資を行うので，自主規制には放送局の番組の質を改善するための過剰投資を

抑制する効果がある。一方で，そのような効果は，視聴者が良質の番組を視聴する機会を

減少させることから，視聴者の効用を減少させる。自主規制が社会厚生を増加させる場合

は，社会全体の正の効果が視聴者の負の効果を上回る場合である。

さらに，政府によって広告時間を規制する場合，社会厚生は増加させるが，消費者厚生

は減少させる可能性があることも示す。

広告に関する研究は，広告の機能を情報提供機能と説得機能（ブランドイメージの確立

機能。例えば「ＳＯＮＹ」というブランド名を世間に浸透させる機能。）とに分けて，そ

れぞれの厚生の効果を分析する研究が行われてきた。また，放送産業の研究も，特に最近

では双方向市場の研究も含め様々なものが行われてきた。これらの観点を踏まえた上で放

送産業における広告に関する研究は，最近積極的に行われてきている6。それらの研究に

関する簡単な紹介，モデルの詳細及び得られた結論に関する詳細な証明は，Matsubae and

Matsushima(2011)を参照されたい。

2 様々な選好を有する視聴者モデル

この節で，本研究で扱っているモデルを具体的に紹介する。長さ１の線分上のそれぞれ

の端点に二つの放送局が配置されていると仮定する。この線分市場の中に，三つのタイプ

の視聴者が存在すると考えて，以下では，その視聴者がどれだけ番組を視聴するかについ

てを示すことによって，視聴者の選好に基づいた経済分析を行うものとする。各視聴者は，

放送局１又は２のどちらかを選択する。各タイプの視聴者は次のように定義される。

タイプ 1: x ∈ [0, 1]によってインデックスされ，かつ，線分市場に一様に分布された視聴

6放送産業の経済学的な研究に関する詳細な概観は，Anderson (2007)等を参照されたい。
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者が存在する。 タイプ１の視聴者の人口は 1である。もし視聴者が放送局 i ∈ {1, 2} を視

聴するならば，視聴者 xの効用は次のように与えられる。

u(qi, ai, x) =

 µ + q1 − ka1 − tx if i = 1,

µ + q2 − ka2 − t(1 − x) if i = 2,

ここで， µ は正の定数で十分大きいとする。qi は，放送局 iの番組の質 aiは放送局 iの広

告時間, そして t は二つの放送局間の代替の程度を表現している。t は一定の正の実数であ

り, そして k は広告時間当たりの不効用を表わすパラメータで，一定の正の実数である。

タイプ 1の視聴者は，番組の質と広告時間のバランスを考慮してどの放送局の番組を視

聴するか決定する。すなわち，番組の質が良くなると効用が増加し（番組制作費が増加す

ることにより良質な番組の提供が行われる。），また，広告時間が増えると効用が減少する

タイプの視聴者を考えている。

タイプ 2: y ∈ [0, 1]によってインデックスされ，かつ，線分市場に一様に分布された視聴

者が存在する。 タイプ２の視聴者の人口は λaである。λa は正の実数であると仮定する。

もし視聴者が放送局 i ∈ {1, 2}を視聴するならば， 視聴者 yの効用は，次のように与えら

れる。

u(ai, y) =

 µ − ka1 − ty if i = 1,

µ − ka2 − t(1 − y) if i = 2.

タイプ 2 の視聴者は，広告時間が短い放送局の番組を視聴する。すなわち，番組の質は

良くなっても悪くなっても自らの効用に影響はないが，広告時間が増えることだけが効用

の悪化につながるというタイプの視聴者を考えている。

タイプ 3: z ∈ [0, 1]によってインデックスされ，かつ，線分市場に一様に分布された視聴

者が存在する。 タイプ３の視聴者の人口は λq である。λq は正の実数であると仮定する。
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もし視聴者が放送局 i ∈ {1, 2}を視聴するならば，視聴者 zの効用は，次のように与えら

れる。

u(qi, z) =

 µ + q1 − tz if i = 1,

µ + q2 − t(1 − z) if i = 2.

タイプ 3の視聴者は，質の高い番組を提供する放送局の番組を視聴する。すなわち，広

告の時間が増えようが減ろうが効用には関係せず，番組の質が上がると効用が増加し，質

が下がると効用が減少するタイプの視聴者，例えば広告時間を全てスキップする視聴者を

考えている。

各タイプにおいて，放送局１と放送局２が無差別となる視聴者の計算から始める。タイ

プ１における無差別となる視聴者 xnは，次のように与えられる。

xn(a1, a2, q1, q2) =
t + q1 − q2 − ka1 + ka2

2t
. (2.1)

タイプ２における無差別となる視聴者 yaは，次にように与えられる。

ya(a1, a2) =
t − ka1 + ka2

2t
. (2.2)

タイプ３における無差別となる視聴者 zqは，次のように与えられる。

zq(q1, q2) =
t + q1 − q2

2t
. (2.3)

各放送局の粗利潤は広告からの収入である。視聴者一人に付き広告１単位当たりの収入

は γであり，正の定数であるとする。この仮定は，広告市場が完全競争市場であることを

意味している (この仮定に対する議論は Gabszewicz et al. (2001, 2004)参照)。放送局 iの

広告視聴者数は，広告時間に視聴者の数を乗じたものである。すなわち，

Q1(a1, a2, q1, q2) = a1(xn(a1, a2, q1, q2) + λaya(a1, a2) + λqwq(q1, q2)),

Q2(a1, a2, q1, q2) = a2(1 − xn(a1, a2, q1, q2) + λa(1 − ya(a1, a2)) + λq(1 − wq(q1, q2))).
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放送局 iは，費用を掛けて投資をすることにより番組の質 qiを改善することが可能である

とする。放送局 iの投資のための費用は，ϕq2
i とする。ここで ϕ は正の定数であるとする。

粗利潤と投資費用を考慮した放送局 1 と 2の利潤は次のように与えられる。

π1(a1, a2, q1, q2) = γQ1(a1, a2, q1, q2) − ϕq2
1, (2.4)

π2(a1, a2, q1, q2) = γQ2(a1, a2, q1, q2) − ϕq2
2. (2.5)

この利潤関数からも分かるように，各放送局は利潤を増やすためには，視聴者を増やすこ

とと広告時間を増やす二つの方法がある。しかしながら，視聴者を増やすためには番組の

質を上げる必要があるが，番組の質を上げるためには費用が掛かるので収入は減少する。

また，広告時間を増やすと視聴者は減少する。つまり，それらのバランスを考慮して，各

放送局は番組の質と広告時間を決定する必要がある。

ここで二つの状況を考察する：

(1) 広告時間に関して自主規制を行わない場合

(2) 広告時間に関して自主規制を行う場合

(1)のゲームの時系列� �
第 1段階目: 各放送局は同時に番組の質を選択する。

第２段階目: 各放送局は広告時間を同時に選択する。� �
(２)のゲームの時系列� �
第１段階目： 広告時間の上限を各放送局の結合利潤が最大化するように決定する。

第２段階目： 各放送局は同時に番組の質を決定する。

第３段階目： 各放送局は広告時間を同時に選択する。� �
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2.1 広告時間の自主規制が無い場合

最初に，各放送局が自由に広告時間を選択できる場合から考察する。

第 2段階目から解いていく。すなわち，各放送局の番組の質を与件として，1階条件に

よって与えられた放送局 iの反応関数は，次のように与えられる。

ai(aj) =
t(1 + λa + λq) + (1 + λq)(qi − qj) + k(1 + λa)aj

2k(1 + λa)
,

→ ai(qi, qj) =
3t(1 + λa + λq) + (1 + λq)(qi − qj)

3k(1 + λa)
, i, j = 1, 2, i ̸= j.

利潤関数に ai (i = 1, 2) を代入し, 番組の最適な質を解く7。

１階条件から各放送局 iの最適反応が導出され，それを解くことによって求められる最

適な番組の質 q∗i は次のようになる。

qi(qj) =
3tγ(1 + λq)(1 + λa + λq) − γ(1 + λq)

2qj

18kt(1 + λa)ϕ − γ(1 + λq)2
,

→ q∗i =
γ(1 + λq)(1 + λa + λq)

6k(1 + λa)ϕ
.

ai(qi, qj)に最適な番組の質 q∗i (i = 1, 2)を代入すると, 放送局 iの最適な広告時間は次のよ

うになる。

a∗
i =

t(1 + λa + λq)

k(1 + λa)
.

自主規制が無い場合の均衡が導出できたので，各タイプの人口が変動するとどのように

均衡が変化するのかを考察する。最初に，タイプ２の人口が変化した時に最適な番組の質

と広告時間がどのように変化するのかを示す。すなわち，q∗i（最適な番組の質）と a∗
i（最

適な広告時間）と λa（タイプ２の視聴者の人口）と間の関係を評価すると次のような結果

を得る。
7技術的な仮定として次のような条件を置く。

ϕ > γ(1 + λq)2/(18kt(1 + λa)) ≡ ϕnon.
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命題 2.1.

(i) λaが増加すると (タイプ２の視聴者の人口が増加すると ) 番組の質は低下する。

(ii) λaが増加すると (タイプ２の視聴者の人口が増加すると ) 広告時間は減少する。

この結果の背後にある直観は，次のとおりである。タイプ 2の視聴者は広告時間の長さ

によってのみ不効用を得る。タイプ 2の視聴者の人口が増加することにより，広告時間に

対する弾力性が増加する。その弾力性の変化に対応するために，各放送局は広告時間を減

少させる。結果として，広告収入が減少するので，番組の質を改善するための投資も減少

する。

次に，タイプ３の視聴者の人口が変化したときに，最適な番組の質と最適な広告時間が

どのように変化するのかを考察する。すなわち，q∗i（最適な番組の質）と a∗
i（最適な広告

時間）と λq（タイプ３の視聴者の人口）と間の関係を考察する。

命題 2.2.

(i) λqが増加すると (タイプ 3の視聴者が増加すると )番組の質は改善する。

(ii) λqが増加すると (タイプ 3の視聴者が増加すると )広告時間は増加する。

この結果の背後にある直観は，次のとおりである。タイプ３の視聴者は，質の高い番組

を提供する放送局を選択する。一方，タイプ３の視聴者は広告時間には一切反応しない。

タイプ３の視聴者の増加は，広告時間に対する弾力性を低下させる。そこで，タイプ３の

視聴者の増加は放送局の広告時間を増加させる。結果として，広告収入が増加し番組の質
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を改善するための投資を増加させる。

次に，q∗（最適な番組の質）と a∗（最適な広告時間）の下での，消費者と社会厚生を計

算する。全体の消費者厚生 (CS)は，各タイプの消費者厚生の和である。タイプ 1, タイプ

2, そして タイプ 3のそれぞれの消費者厚生はCSn, CSa, そして, CSq と表記する。

各消費者厚生は次のように計算される。

CS∗
n = µ +

∫ x∗
n

0

(q∗1 − ka∗
1 − tz)dz +

∫ 1

x∗
n

(q∗2 − ka∗
2 − t(1 − z))dz, (2.6)

CS∗
a = λa

(
µ −

∫ y∗
a

0

(ka∗
1 + tz)dz −

∫ 1

y∗
a

(ka∗
2 + t(1 − z))dz

)
, (2.7)

CS∗
q = λq

(
µ +

∫ w∗
q

0

(q∗1 − tz)dz +

∫ 1

w∗
q

(q∗2 − t(1 − z))dz

)
. (2.8)

すなわち， CS = (2.6) + (2.7) + (2.8)である。そこで, CS は次のように与えられる。

CS∗ = µ(1 + λa + λq) +
(1 + λa + λq)(2γ(1 + λq)

2 − 15kt(1 + λa)ϕ)

12k(1 + λa)ϕ
.

CS∗ を広告の自主規制が無い場合の消費者厚生と呼ぶ。

放送局の合計利潤 (π∗ = π∗
1 + π∗

2) は次のように与えられる。

π∗ =
γ(1 + λa + λq)

2(18kt(1 + λa)ϕ − λ(1 + λq)
2)

18k2(1 + λa)2ϕ
.

この π∗を自主規制が無い場合の合計利潤と呼ぶ。

次に，社会厚生 W を計算する。社会厚生は消費者厚生と合計利潤の和, π∗ + CS∗とし

て定義される。

W ∗ = π∗ + CS∗.

W ∗ を自主規制が無い場合の社会厚生と呼ぶ。

2.2 広告時間の自主規制が有る場合

本節では，広告時間に関して自主規制が有る場合を考察する。その場合，広告時間は ar

（自主規制の最大広告時間）以下でなければならないと仮定する。ar（自主規制の最大広告
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時間）が第３段階目において拘束する（制約として機能する）状況に議論の範囲を絞り，問

題を解く。ゲーム全体を解いた後に，均衡において実際それが拘束的であるか否かを調べ

る（「拘束的」の意味は後で説明する。）。

ar（自主規制の最大広告時間）が第３段階目において制約として機能すると仮定する。第

３段階目の結果を予測して，番組の質を放送局は決定する。放送局 iの qi（番組の質）に

関する１階条件と結果は次のように与えられる。

γ(1 + λq)ar − 4tϕqi

2t
= 0 → qi =

arγ(1 + λq)

4tϕ
. (2.9)

番組の質を与件として, 広告時間の最適な自主規制 a∗
rを導出する。結合利潤（各放送局の

利潤の総和）は次のように与えられる。

π1 + π2 = γar(1 + λa + λq) − 2ϕ

(
arγ(1 + λq)

4tϕ

)2

.

そこで a∗
r は次のように与えられる。

a∗
r =

4t2(1 + λa + λq)ϕ

γ(1 + λq)2
.

放送局に対して，a∗
r（最適な自主規制の最大広告時間）が制約として機能する条件を考

察する。その条件が意味していることは，自主規制が無い場合の広告時間が，自主規制が

有る場合の広告時間よりも長くなければならないということである。つまり，a∗ − a∗
r > 0

となるような ϕ（投資費用単価）の領域を考察する。もしそれ以外の領域を考えるならば，

自主規制を取り上げること自体の意味がなくなってしまう。8 その領域は次のように与え

られる。

ϕ <
γ(1 + λq)

2

4kt(1 + λa)
≡ ϕ̄.

その領域の下で, 自主規制が有る場合の放送局 iの最適な番組の質 q∗irは次のように与えら

れる。

q∗ir =
t(1 + λa + λq)

1 + λq

.

8この領域で考察することが現実的かどうかは一つの論点であるが，ここでは議論しない。
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自主規制が無い場合の考察と同様に，各タイプの視聴者の人口が変化した場合，どのよ

うに最適な番組の質や広告時間が変化するのかを考察する。

命題 2.3.

(i) λaが増加すると (タイプ 2の視聴者の人口が増加すると ) 番組の質は改善する。

(ii) λaが増加すると (タイプ 2の視聴者の人口が増加すると ) 広告時間は増加する。

(iii) λqが増加すると (タイプ 3の視聴者の人口が増加すると ) 番組の質は低下する。

(iv) λqが増加すると (タイプ 3 の視聴者の人口が増加すると ) 広告時間は減少する。

この命題の結果は，命題 2.1や命題 2.2の特徴とはかなり異なる (結果を表 2にまとめて

おく。)。この命題の背後にある直観を説明する。各放送局は，広告時間の上限を共同して

決定するものとする。言い換えると，各放送局は広告時間に関する競争は行っていないこ

とになる。広告時間が短い放送局の番組を選択する視聴者が増加すると，各放送局は，広

告時間を短くすることによって視聴者の効用を高める努力を行うが，広告時間を短くする

というインセンティブより広告時間の上限を引き上げて広告時間を増やそうとするインセ

ンティブが強く働くので，今までより広告時間が増加する。広告時間が増加することによ

り広告収入が増加し，放送局は番組の質を改善するための投資を増加する。

このメカニズムが，(iii) と (iv)の場合には機能しない。質の高い番組を提供する放送局

の番組を選択する視聴者が増加すると，各放送局は，番組の質を改善するための投資を活

発に行なうが，競争の結果，利潤が減ることを予想するので，今までより広告時間の上限

を低く設定するインセンティブが働く。その結果，各放送局は，広告時間を減らし，番組

の質を改善するための投資も減らす。
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表 2: 命題 2.1., 2.2.及び 2.3.の比較

タイプ 2の視聴者の増加 タイプ 3の視聴者の増加

自主規制が無い場合の広告時間 減少 (命題.2.1.(ii)) 増加 (命題.2.2.(ii))

自主規制が有る場合の広告時間 増加 (命題.2.3.(ii)) 減少 (命題.2.3.(iv))

自主規制が無い場合の番組の質 減少 (命題.2.1.(i)) 増加 (命題.2.2.(i))

自主規制が有る場合の番組の質 増加 (命題.2.3.(i)) 減少 (命題.2.3.(iii))

広告時間の自主規制の収益性

ϕ < γ(1 + λq)
2/(4kt(1 + λa))の下で, 放送局 iの利潤は次のように与えられる。

π∗
ir =

t2(1 + λa + λq)
2ϕ

(1 + λq)2
.

広告時間の自主規制が放送局の利潤を改善する条件を調べる (π∗
ir − π∗

i > 0)。この不等式

を計算すると，次のようになる。

ϕ <

(
3 −

√
5
)
γ(1 + λq)

2

12kt(1 + λa)
≡ ϕ̄non.

つまり，ϕ̄non < ϕ̄であることから，自主規制は必ずしも利潤を改善するとは限らない。

この節を通じて，ϕ（投資費用単価）に関して以下の条件が満たされると仮定する。 この

条件は，自主規制で利潤が改善するための必要十分条件である。

ϕnon < ϕ < ϕ̄non.

次に，広告時間の自主規制がある下での，消費者厚生を計算する。a∗
r と q∗ir を (2.6), (2.7)

及び (2.8)に代入し，それらを足し合わせると,

CS∗
r = (1 + λa + λq)µ +

t(1 + λa + λq)(3γ(1 + λq)
2 − 16kt(1 + λa)ϕ)

4γ(1 + λq)2
.

広告時間の自主規制が有る場合の放送局の合計利潤は，次のように与えられる。

π∗
r =

2t2(1 + λa + λq)
2ϕ

(1 + λq)2
.
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結果として, 広告時間の自主規制が有る下での社会厚生，W ∗
r = CS∗

r + π∗
r は，次のように

与えられる。

W ∗
r = (1 + λa + λq)µ +

t(1 + λa + λq) (3γ(1 + λq)
2 − 8t(2k(1 + λa) − γ(1 + λa + λq))ϕ)

4γ(1 + λq)2
.

2.3 広告時間の自主規制が有る場合と無い場合の比較

ここでは，広告時間の自主規制が有る場合と無い場合の消費者厚生の比較を行う。△CS

を CS∗ − CS∗
r とする。簡単な計算を行うと，次のような命題が与えられる。

命題 2.4. △CS は正である。すなわち，消費者厚生は，広告時間の自主規制が無い場合

のほうが自主規制が有る場合と比較して高くなる。

広告時間の自主規制により，広告時間が減少することで視聴者の効用は増加する。これ

は，自主規制の利点である。ただし，自主規制は需要を拡張させないので，その便益はそ

れほど強くない。一方，自主規制は，広告収入を減少させるので，番組の質を改善するた

めの投資を減少させる (q∗ir < q∗i )。後者の負の効果が，前者の正の効果を上回る。

ϕ ∈ (ϕnon, ϕ̄non)の領域において，各放送局の利潤は，自主規制が無い場合と比較して自

主規制が有る場合のほうが高くなる。

次に，自主規制が有る場合と無い場合の社会厚生を比較する。

なお，ϕ ∈ (ϕnon, ϕ̄non)において，自主規制が有る場合の各放送局の利潤は，自主規制が

無い場合の利潤よりも高い。△W を W ∗ −W ∗
r とする。γ（広告収入単価）と ϕ（投資費用

単価）で，その比較を特徴付ける。
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命題 2.5.

(i) もし 0 < γ < 11k(1 + λa)/(1 + λa + λq)であるならば, そのとき △W は正である。

つまり，自主規制によって社会厚生は悪化する。

(ii) 11k(1 + λa)/(1 + λa + λq) < γのとき;

(a) もし ϕnon < ϕ < ϕ∗であるならば, △W は負である。つまり，自主規制によっ

て社会厚生は改善する。ここで ϕ∗は， △W = 0を満たす最小解である。

(b) もし ϕ∗ < ϕ < ϕ̄nonならば, そのとき△W は正である。つまり，自主規制によっ

て社会厚生は悪化する。

放送局にとって広告を増やすことによる効果（広告による収入の増加）が大きく，かつ，

ϕ（投資費用単価）が十分小さい時，自主規制が有ることによって社会厚生は改善される。

つまり，各放送局は，ϕ（投資費用単価）が十分小さいならば，過剰に番組の質を改善する

ための投資を行う。自主規制を行うことは，このような過剰投資の発生を抑制する。これ

は社会厚生の視点から有益となる。γ（広告収入単価）が十分小さいときに，過剰投資はそ

れほど深刻な問題とならない。γ（広告収入単価）が小さいということは，視聴者が増える

ことによる収益が小さいことを意味している。つまり，番組の質を改善するための投資に

よる見返りは小さいことを含意している。したがって，γ（広告収入単価）が小さい場合，

放送局は番組の質を改善するための投資をあまり行わない。
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2.4 社会厚生の比較:自主規制の広告時間と政府規制により社会厚生を最

大化する下での広告時間の比較

自主規制ではなく，政府が社会全体として望まれる広告量の水準を定め，規制した場合

を考察する。この場合，放送局は政府によって決められた広告時間の水準の範囲で広告時

間を選択しなければならない。広告時間の最適水準を解くために，規制された広告時間の

水準 (それは agによって定義されている。)の下での最適な番組の質を求める。各番組の最

適な番組の質 q∗∗i (a) は次にように与えられている。

q∗∗i (ag) =
agγ(1 + λa)

4tϕ
.

最適な番組の質を π1, π2, と CSに代入する。社会厚生関数を次のように定義する。

W (ag) = π1 + π2 + CS.

ここで，

W (ag) = π1 + π2 + CS

=
agγ (8t2ϕ(1 + λa + λq) − γ(1 + λq)

2ag)

8t2ϕ

+ (1 + λa + λq)µ +

(
−t2(1 + λa + λq)ϕ + ag (γ(1 + λq)

2 − 4kt(1 + λa)ϕ)

4tϕ

)
.

a∗∗
g ∈ arg max W (ag)を評価する。a∗∗

g は社会厚生を最大にする広告時間である。agに関

してW (ag)を微分し，そして aに関してその導関数を解くと, 次のようになる:

a∗∗
g =

t (−4kt(1 + λa)ϕ + γ ((1 + λq)
2 + 4t(1 + λa + λq)ϕ))

γ2(1 + λq)2
.

その結果から以下の命題を得る。
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命題 2.6.

(i) もし γ < (k(1 + λa))/(1 + λa + λq)ならば, そのとき a∗∗
g は a∗

rより高くなる。

(ii) もし γ > (k(1 + λa))(1 + λa + λq)ならば，そのとき a∗∗
g は a∗

rより低くなる。

γ（広告収入単価）が小さいとき, 視聴者１単位当たりの収入は小さい。つまり，番組の

質を改善するための投資はあまり増えない。社会厚生を最大化することを目的とする政府

は，放送局に対して番組の質を改善するための投資を促す。a∗∗
g （最適な政府規制による最

大広告時間）を多くすることは，広告収入が増加する一つの方法となる。

a∗∗
g （最適な政府規制による最大広告時間）における CS（消費者厚生）を計算する。a∗∗

g

（最適な政府規制による最大広告時間）を (2.6), (2.7)及び (2.8)に代入し，かつ，その結果

を足し合わすと, 消費者厚生を得る。それを CS∗∗と記す。そこでCS∗
r と CS∗∗を比較す

ると次の結果を得る。

命題 2.7. CS∗∗ は CS∗
r よりも高くなる。 つまり，消費者厚生は，広告時間の自主規制

が有る場合のほうが政府規制による広告時間の規制が有る場合より悪化する。

社会厚生を最大化することを目的とする政府は，放送局の合計利潤だけではなく社会厚

生も考慮している。一方，自主規制を行うときは，放送局の合計利潤のみを考慮している。

前者の場合，自主規制の歪みを修正する効果がある。

自主規制が有る場合と，政府規制による広告時間の規制が有る場合の合計利潤を比較す

ると次の結果を得る。
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命題 2.8. π∗∗ は π∗
r より低くなる。つまり，生産者利潤は，広告時間の自主規制が有る場

合のほうが政府規制による広告時間の規制が有る場合より増える。

この結果は，命題 2.7の効果と反対である。この命題から，放送局による広告時間に対

する自主規制は放送局の利潤のみ増加させていることが分かる。

2.5 政府規制により社会厚生を最大化する場合と自主規制が無い場合の厚

生比較

自主規制が有る場合の消費者厚生は，政府規制により社会厚生を最大化する場合の消費

者厚生と比較して小さくなることが分かった。そこで次のような問題を考える。社会厚生

を最大化する下での消費者厚生が，何の規制も無い場合と比較して改善するかどうかを考

察する。

命題 2.9.

(i) もし 5(1 + λa)k/(2(1 + λa + λq)) < γならば, そのときCS∗ > CS∗∗。つまり，この

場合いかなる規制も無いほうが消費者厚生は改善する。

(ii) 49(1 + λa)k/(22(1 + λa + λq)) < γ ≤ 5(1 + λa)k/(2(1 + λa + λq))ときに,

(a) もし ϕnon < ϕ < ϕ⋆ならば, そのときCS∗ > CS∗∗。つまり，この場合いかなる

規制も無いほうが消費者厚生は改善する。

(b) もし ϕ⋆ < ϕ < ϕ̄nonならば, そのときCS∗ < CS∗∗。つまり，この場合いかなる

規制も無いほうが消費者厚生は悪化する。ここで ϕ⋆ は CS∗ = CS∗∗となるよ
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うな ϕである。

(iii) もし γ ≤ 49(1 + λa)k/(22(1 + λa + λq))ならば, そのときCS∗ < CS∗∗。つまり，こ

の場合いかなる規制も無いほうが消費者厚生は悪化する。

これは，命題 2.6の説明と関連している。γ（広告収入単価）が小さい場合，広告収入は

少なくなるので番組の質を改善するための投資を少なくする。社会厚生を最大化すること

を目的とする政府は，放送局に対して番組の質を改善するための投資を促す。すなわち，ag

（政府規制による最大広告時間）を大きくし，広告からの収益を高めることにより，番組の

質を改善するための投資を促すので，消費者厚生が改善される。

3 視聴しない可能性が有る視聴者が存在する場合

今までの考察で，広告時間の自主規制は必ず消費者厚生を悪化させるという結論を得た。

そこで，前節までのモデルとは異なり，番組を見ないことも選択可能である視聴者をモデ

ルに導入する。この市場において，二つのタイプの視聴者が存在する。タイプ 1の視聴者

は前節と同様である。次に前節とは異なるタイプの視聴者を導入する。

それらのタイプの視聴者を「タイプ 1-i (i = 1, 2)」と呼ぶ。タイプ 1-iは形式的に次の

ように定義される。

タイプ 1-i: yi ∈ [0,∞)によってインデックスされていて，半直線上に一様に分布されて

いる視聴者が存在する。その視聴者の人口は λによって記述される。これは正の実数であ

る。もし視聴者が放送局 i ∈ {1, 2}を視聴するならば， yiの視聴者の効用は次のように与

えられる。

u(qi, ai, yi) = v + qi − kai − tyi,
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ここで，vある番組を視聴することに対する留保効用であり，あまり大きくない正の定数

とする。もし視聴者の効用が負であるならば，番組 iを視聴しない。

前節と同様に，番組 iを視聴しないことが無差別となる視聴者 yiを計算する。

yi =
v + qi − kai

t
.

xnはタイプ１における無差別な視聴者とする。前節と同様に，この視聴者は番組１を視

聴することと番組２を視聴することが無差別となる視聴者である。そこで，放送局 iの全

体の広告視聴者数は，広告時間に視聴者数を乗じたものである。

Q1(a1, a2, q1, q2) = a1(xn(a1, a2, q1, q2) + λy1(a1, q1)),

Q2(a1, a2, q1, q2) = a2(1 − xn(a1, a2, q1, q2) + λy2(a2, q2)).

それゆえ，放送局 iの利潤は次にように与えられる。

πi = γQi(a1, a2, q1, q2).

3.1 広告時間の自主規制が無い場合

まず，各放送局が広告時間と番組の質を両方を自由に選択できるような状況を考察する。

この市場の均衡における番組の質と広告時間を計算する。番組の質を与件とすると，放

送局 iの１階条件は次のように与えられる。

ai =
2λv + t + (1 + 2λ)qi − qj + kaj

2k(1 + λ)
.

広告時間は次のようになる。

ai(qi, qj) =
(3 + 4λ)(t + 2vλ) + (1 + 8λ + 8λ2)qi − (1 + 2λ)qj

k (3 + 16λ + 16λ2)
.
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放送局 iの番組の質を改善するための投資費用は ϕq2
i である。ここで ϕ（投資費用単価）

は正の実数である。 それらを考慮した場合の放送局 iの利潤は次のようになる。

πi(q1, q2) = γQi(ai(q1, q2), aj(q1, q2), q1, q2) − ϕq2
i , i, j = 1, 2, j ̸= i. (3.1)

自然な仮定として，２階条件を放送局の利潤関数は満たすとする。

γ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2)
2

2kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)2
< ϕ.

放送局 iの１階条件は，次のように与えられる。

qi(qj) =
γ(1 + 2λ)(1 + 8λ + 8λ2)((3 + 4λ)(t + 2λv) − (1 + 2λ)qj)

2kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)2ϕ − γ(1 + 2λ)(1 + 8λ + 8λ2)2
.

放送局 iの最適な番組の質 q∗i は次のように与えられる。

q∗i =
γ(1 + 2λ)(t + 2vλ) (1 + 8λ + 8λ2)

2 (kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2))
.

したがって，放送局 iの最適な広告時間, a∗
i は次のように与えられる。

a∗
i =

t(1 + 4λ)(3 + 4λ)(t + 2vλ)ϕ

kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2)
.

a∗
i（最適な広告時間）と q∗i（最適な番組の質）を与件とすると, 視聴者 yi は次のように

与えられる。

y∗
i =

2k(1 + 4λ)(3 + 4λ)((1 + 2λ)v − t)ϕ + γ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2)

2 (kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2))
.

もし v > t/(1 + 2λ)であるならば， タイプ 1-iの視聴者の中で放送局 iを見る視聴者が

存在する (yi > 0) 。

q∗（最適な番組の質）と a∗（最適な広告時間）の下で，厚生を評価する。タイプ 1及び

タイプ 1-iの消費者厚生をそれぞれCSn及びCSoとして記述する。各消費者厚生は次のよ
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うに計算される。

CS∗
n =

γ(1 + 2λ)(2t + tλ + 4vλ) (1 + 8λ + 8λ2) − kt(1 + 4λ)(3 + 4λ)(8λv + (5 + 4λ)t)ϕ

4 (kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2))
,

(3.2)

CS∗
o =

t (γ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2) + 2k((1 + 2λ)v − t) (3 + 16λ + 16λ2) ϕ)
2

4 (kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2))2 . (3.3)

CS∗ = CS∗
n + CS∗

o ( (3.2) と (3.3)を参照)。

放送局の合計利潤 (π∗ = π∗
1 + π∗

2) は次のように与えられている。

π∗ =
γ(1 + 2λ)(t + 2vλ)2ϕ

(
2kt (3 + 16λ + 16λ2)

2
ϕ − γ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2)

2
)

2 (kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)ϕ − γλ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2))2 .

社会厚生 W を求める。そして，それは次のように放送局の利潤の和と消費者厚生の和

で定義されている。

W ∗ = CS∗ + π∗.

3.2 広告時間の自主規制が有る場合

ここで，広告時間が自主規制によって規制されている状況を考察する。そこで，広告時

間の上限は両放送局ともに ar（自主規制の最大広告時間）とする。この場合，各放送局は

ar（自主規制の最大広告時間）を与件として番組の質を選択する。qi（番組の質）に関する

πiの１階条件は次のように与えられている。

∂πi

∂qi

=
arγ + 2arγλ − 4qitϕ

2t
= 0. (3.4)

qiに関して (3.4) を解くと, 次のようになる。

qi =
arγ(1 + 2λ)

4tϕ
.

番組の質を与件として,自主規制の広告時間を解くと，以下の a∗
r（最適な広告時間）を得る:

a∗
r =

4t(t + 2vλ)ϕ

16ktλϕ + (1 − 4λ2)γ
.
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ここでも，広告時間の自主規制が制約として機能する状況のみを考察する,つまり, a∗
r < a∗

である。それは次のような条件となる。

ϕ <
γ(1 + 2λ)2(3 + 8λ)

4kt(1 + 4λ)(3 + 4λ)
.

そのような ϕ（投資費用単価）の領域を 「制約として機能する条件」と呼ぶ。その制約

として機能する条件の下で, 自主規制が有る場合の最適な番組の質 q∗r , は次のようになる。

q∗r =
γ(1 + 2λ)(t + 2vλ)

16ktλϕ + (1 − 4λ2)γ
.

ϕ（投資費用単価）に関して，２階条件と制約として機能する条件の両方を満たすような

領域を次のように仮定する。

ϕ :=
γ(1 + 2λ) (1 + 8λ + 8λ2)

2

(2kt(1 + 4λ)2(3 + 4λ)2)
< ϕ <

γ(1 + 2λ)2(3 + 8λ)

4kt(1 + 4λ)(3 + 4λ)
=: ϕ̄.

自主規制が有る場合の，消費者厚生を計算する。自主規制が有る場合のタイプ 1 (タイプ

1-i)の消費者厚生を CSrn (CSro) とする。

CS∗
rn = µ − 16kt(t + 4tλ + 2vλ)ϕ − γ(1 + 2λ)(3t + 2tλ + 8vλ)

4 (16ktλϕ + γ(1 − 4λ2))
, (3.5)

CS∗
ro =

(4kt(2λv − t)ϕ + γ(t + v)(1 + 2λ))2

t (16ktλϕ + γ(1 − 4λ2))2 . (3.6)

自主規制が有る場合の全体の消費者厚生を次のように記す。

CS∗
r := CS∗

rn + CS∗
ro.

3.3 広告時間の自主規制が有る場合と無い場合の消費者厚生の比較

この節で，自主規制が有る場合の消費者厚生と無い場合の消費者厚生を比較する。△CS

を CS∗ と CS∗
r の差とする。つまり， △CS ≡ CS∗ − CS∗

r である。
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命題 3.1.

(i) もし ϕ < ϕ < ϕ∗であるならば, その時△CS は正である, ここで ϕ∗ はCS∗ = CS∗
r

となるような最小値である。つまり，自主規制が有る場合の消費者厚生は，自主規

制が無い場合と比べて低くなる。

(ii) もし ϕ∗ < ϕ < ϕ̄であるならば, その時△CSは負である。つまり，自主規制が有る

場合の消費者厚生は，自主規制が無い場合と比べて高くなる。

命題 3.1は命題 2.4とかなり異なる結果である。大きな差異として，視聴しないという

選択を行う視聴者が存在するならば，広告に関する自主規制が消費者厚生を改善する可能

性が出てくるということである。前節で，自主規制は需要拡大効果は無いことを述べたが，

ここで考えている需要環境において，自主規制は需要拡大効果があることを説明する。

まず，広告時間の自主規制は命題 2.4の結果と同様に，広告時間を減少させるプラス効果

と広告収入の減少に伴う番組の質を改善するための投資を減少させるマイナス効果がある。

次に，この節で前提としている需要環境の下では，自主規制により広告時間が減少し番

組の供給時間が増えるので，これまでの広告時間ではいずれの番組も視聴しなかった視聴

者が新たに視聴者として加えられる効果（需要拡大効果）が生じる。

そのような前提の下で ϕ（投資費用単価）が小さい場合, そのマイナスの効果（広告収入

減少による番組投資の減少効果）は二つのプラスの効果（広告時間減少による既存の視聴

者に対する満足度を上げる効果と新しい視聴者を呼び込む効果）を上回る。つまり，投資

費用単価が小さい場合，広告収入の減少に対して番組の質を改善するために放送局は投資

を活発に行なうので，自主規制のマイナス効果が二つのプラス効果を上回る結果，自主規

制は消費者厚生を悪化させる。

一方， ϕ（投資費用単価）が大きい場合，そのマイナス効果は小さくなる。なぜならば，
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投資費用単価が大きい場合，広告収入の減少に対して放送局は番組の質を改善するための

投資を活発に行わないからである。つまり，投資費用単価が大きい場合，広告時間が減少

することによるプラス効果とこれまでの広告時間ではいずれの番組も視聴しなかった視聴

者が新たに視聴者として加わるプラス効果が広告収入の減少に伴う番組の質を改善させる

ための投資を減少させるマイナス効果を上回るので自主規制は消費者厚生が改善する可能

性がある。

ただし，本研究において，投資費用単価が大きいという条件が満たされるケースは少ない。

4 結論

多くの国で，放送産業について，広告時間や広告内容に関する規制が行われている。我

が国の民間地上波放送産業において，広告時間について自主規制と呼ばれるルールが存在

する。本研究では，我が国の民間地上波放送産業において行われている広告時間に関する

自主規制が，厚生にどのような影響を与えているのを理論的に検討した。少なくとも，我々

の知る限りにおいて，経済理論において広告時間の自主規制が厚生にどのような影響を与

えるのかを検討した研究はこの研究が初めてである。

本研究結果と政策含意は次のように考えられる。番組の質が向上すると視聴者が増加し，

広告時間が増加すると視聴者が減少する環境下で放送局が視聴者獲得競争を行う経済理論

モデルを用いて，広告時間の自主規制が消費者厚生にどのような影響を与えるかについて

検証を行った。全ての消費者が二つの放送局によって提供される番組のどちらかを必ず視

聴するという仮定の下では，広告時間に関する自主規制は，必ず消費者厚生を悪化させる。

また，放送局の広告収入単価がある程度大きく，かつ，番組の質を改善するための投資費

用単価が小さい場合のみ，自主規制は放送局の番組の質を改善するための過剰投資を抑制

するため，社会厚生は改善される可能性がある。

視聴者の中にいずれの番組も視聴しないという選択を行う視聴者がいるならば, 自主規
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制が視聴者にとって有益となる場合がある。広告時間の自主規制は，必ずどちらかの番組

を視聴するという視聴者がいる需要環境と同様に，広告時間を減少させるプラス効果と広

告収入が減少することによる番組の質を改善するための投資が減少するマイナス効果があ

る。番組の質を改善するための投資費用単価が大きい場合，広告収入の減少に対して放送

局は番組の質を改善するための投資を活発に行わないので，そのマイナス効果は小さくな

る。一方，いずれの番組も視聴しないという選択を行う視聴者がいる場合，自主規制は，広

告時間を減少させ，番組の供給時間を増やすのでこれまでの広告時間では番組を視聴しな

かった視聴者が新たな視聴者として加わる可能性が生じる。つまり，視聴者の中にいずれ

の番組も視聴しないという選択を行う視聴者がいる環境下では，広告時間の自主規制によ

る広告時間の減少と新たな視聴者の増加のプラス効果が広告収入の減少に伴うマイナス効

果を上回るので消費者厚生が改善される可能性がある。

しかしながら，全体的に考えると，広告時間の自主規制は消費者厚生を改善するための

有用な道具としては機能せず，むしろ，広告収入に制約を課すことにより番組の質を改善

させるための投資を減少させ，この結果，視聴者の満足を増加させる良質な番組の提供に

マイナスの影響を与えている可能性がある。この分析結果を踏まえると，公的な規制につ

いては競争評価がなされ始めているが（例えばRIA等），放送分野に限らず，事業者団体

等が消費者保護などの社会公共目的を理由に行っている自主規制について，期待される効

果が挙がっているかを検証してみることも必要であると考えられる。

今後の課題として，今回の分析手法は経済理論モデルでの考察のみにとどまっているの

で，この理論モデルの妥当性の検証を現実のデータやアンケート等を用いて慎重に検討を

行っていく必要がある。例えば，ここで想定しているような視聴者の想定が妥当であるか

どうか慎重にアンケート等を用いて検証するのは有用となるだろう。また，ここで構築し

た理論モデルにおいては，広告価格は外生的に決められているが，このモデルに内生的に

広告価格が決められる場合にも拡張して分析してみることも必要であると考えられる。
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